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２０１３春闘課題について道市町村課と交渉

自治労北海道本部は２月25日に提出した春闘要求書の回答を受け、３月13日10時30分から２０１３春闘期の課題について道市町村課と交渉を実施した。
１　賃金要求に関する基本認識について

　組合員の生活苦が固定化している現状を指摘し、自治体職員の生活実態や賃金の引き上げ要求についての道市町村課としての認識を求めた。
　道市町村課は賃金引上げ要求は労働者の権利としたうえで、「公務員の場合は給与勧告や給与決定の原則などを踏まえ各自治体で判断すべき」と回答した。

　自治体財政悪化に伴う独自削減や賃金水準抑制政策により自治体職員の生活が非常に厳しい実態となっていることを訴え、今後の対応を要請した。
２　国家公務員の２０１２人事院勧告の取扱いにかかわる閣議決定のやり直しについて

　昨年11月の閣議決定を覆し、給与法の改定（55歳を超える職員の昇給抑制）を昨日、閣議決定し今国会に提案予定とされていることについて、行政の継続性など問題点を指摘した。
　道市町村課は「国の制度改正等が行われた場合は、その内容を各自治体へ知らせている」とし、地方自治体職員の給与決定は「法令や国の通知等の趣旨を踏まえ、各自治体で判断すべきもの」とした。

　これに対し、昇格制度を人事院が一方的に規則改正をしたことにも触れ「過去に例がない措置について機械的に市町村へ周知することは認められない」と強く申し入れた。
３　総務省の地公給与削減要請について

　地方はこれまで長年にわたり様々な努力を続けてきているにも関わらず「政権が変わったから国と同じにせよでは納得がいかない」とし、道市町村課の認識とこれまでの対応について説明を求めた。道市町村課は「地公給与については地公法に基づき各自治体が自主的に判断するもの」と繰り返したため、各自治体が自主的に判断するべきものを、地方固有の財源である地方交付税を減額して要請したことに対する北海道、高橋知事の見解を求めた。

　道市町村課は開会中の第一回道議会定例会において「地方との十分な協議を経ないまま国公と同様に削減することを前提に交付税が削減されたことは交付税の性格を損なうという地方の主張とは相容れない。道として、このような措置が今後行われることのないよう、地方六団体と連携していく」との高橋知事の議会答弁を引用し北海道としても同様な姿勢で対応していくと回答した。

　これに対し、道本部は具体的な動きをつくることが必要だと求めたところ、市町村課は「『国と地方の協議の場』などで十分協議すべきもので、全国知事会とも連携し地方の意見が尊重されるよう国に求めていく」と答えた。

　さらに、国の要請に反し、給与削減を行わなかった場合の不利益措置（制裁措置）について現段階での総務省の検討状況と道市町村課としての対応について明らかにするよう求めたが、「具体的な対応は示されていない。国の対応などについて明らかとなっていない現段階で、道としての対応をお答えすることはできない。公務員給与のあり方などに対する基本的な認識はこれまでお答えしてきたとおりである」と回答した。

　これに対し、「助言はやめてほしいというのが私たちの要求」であり、重く受け止めるよう求め、自治労として中央闘争指令に基づき４月下旬にストを配置し、重大な決意でこの課題に臨んでいることを強く申し入れた。
４　地方交付税法第17条に基づく意見書について
　「国の措置に問題がある」という見解を示しているならば、地方交付税法17条に基づく意見表明を行うよう求め、各自治体の意見書がスムーズに取り扱われるよう要請した。

　道市町村課は「法律の趣旨に則った意見であるかが重要。道内市町村全体でみると逆にマイナスにならないかといった検証作業も必要となる。昨日、総務省より追加の照会があり、今後、集約を行うこととしている」とした。「また、法の趣旨は交付税の算定方法等のテクニカルな事項に絞ったものであるため、根拠となる資料や説明資料が必要となる場合が多い」とも説明した。これに対し、道本部は「一方的な削減を行ったことに対する意見もしっかり伝えるべき」と指摘し、行政的意見反映が今年の取り扱いのみならず次年度以降の歯止めにもなることから重く受け止め対応するよう求めた。
５　市町村自治体のラス指数算出段階の問題点について

　ラス指数に対する認識について見解を求めたところ「国と地方の給与水準を比較する際の基本的な指標として広く一般的に定着しているもの」とするも、比較対象職員の範囲が対等でないことや諸手当が比較対象に含まれていないという問題点について一定の認識を示すとともに「『国と地方の協議の場』などで協議されるよう全国知事会と連携し、国に求めていく」と回答した。
　道本部は「そもそもラス指数で水準は明確にはかれない。100を超えれば給与削減という発想はあってはならない」と指摘したうえで、政府の要請について各自治体が苦慮している実態を伝え、国に対しての働きかけを求めた。
６　特別交付税などへの対応について

　特別交付税の今年度の取り扱いの方向性について、現段階での情報を明らかにするよう求め「自宅所有者の住居手当などについては、今年度の特別交付税の調整対象とはならない予定」と回答した。
７　雇用と年金の接続について

　道が昨年実施した調査では札幌市以外の道内市町村で条例未制定自治体が22団体、再任用職員数は28団体で602人であり、そのうち574人（95.3%）が市での任用であり「町村ではなかなか運用が進んでいない」という見解を示した。

　道としても定年延長を基本として対応するよう求めるとともに、現行再任用制度の課題や義務化が進められたあとでの賃金水準や諸手当の課題等、総体的な方向を示すなど市町村に対する様々な情報提供を求めた。「高齢者雇用施策にかかる制度が円滑に運用されるよう、情報提供や助言を行ってまいりたい」と回答した。
　最後に、藤盛副委員長が国の要請に基づく給与削減をしなかった際のペナルティの問題や臨時・非常勤職員の実態など様々な課題に触れ、国の方針が固まっていない課題も多くあることから、引き続き意見交換をしていくことを求め交渉を終了した。
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